
現
在
、
開
会
さ
れ
て
い
る
第
２
１
９

回
臨
時
国
会
。
高
市
早
苗
総
理
の
所
信

表
明
演
説
を
終
え
、
補
正
予
算
を
審
議

す
る
予
算
委
員
会
が
行
わ
れ
て
い
ま
す
。

テ
レ
ビ
中
継
や
ニ
ュ
ー
ス
で
ご
覧
い
た

だ
い
て
い
る
方
も
い
ら
っ
し
ゃ
る
の
で

は
な
い
で
し
ょ
う
か
。

今
回
は
、
所
信
表
明
演
説
と
補
正
予

算
に
つ
い
て
、
私
た
ち
の
暮
ら
し
に
ど

う
関
わ
る
の
か
と
い
う
視
点
か
ら
解
説

し
ま
す
。

《
日
本
再
起
へ
の
第
一
歩
》

高
市
総
理
は
、
所
信
表
明
演
説
の
冒

頭
、
「
日
本
の
未
来
を
切
り
拓
く
責
任

を
担
う
」
「
“
日
本
再
起
”
を
目
指

す
」
と
宣
言
し
ま
し
た
。

ま
た
、
政
治
の
安
定
を
土
台
に
、
経

済
再
生
と
安
全
保
障
を
両
立
さ
せ
る
姿

勢
を
明
確
に
表
明
し
て
い
ま
す
。

連
立
与
党
や
政
策
合
意
の
維
持
を
重

視
し
、
実
行
力
あ
る
政
権
運
営
を
目
指

し
て
い
ま
す
。

《
経
済
財
政
政
策
の
基
本
方
針
》

高
市
政
権
の
経
済
財
政
政
策
の
基
本

は
、
「
経
済
あ
っ
て
の
財
政
」
。

「
責
任
あ
る
積
極
財
政
」
の
考
え
方

の
下
、
戦
略
的
に
財
政
出
動
を
行
い
ま

す
。日

本
成
長
戦
略
会
議
を
立
ち
上
げ
、

課
題
解
決
に
資
す
る
先
端
技
術
に
投
資

し
強
い
経
済
を
実
現
し
所
得
を
増
や
す

こ
と
を
目
指
し
ま
す
。

物
価
高
へ
の
対
応
を
最
優
先
と
し
、

国
民
の
安
心
な
暮
ら
し
を
確
実
か
つ
迅

速
に
対
応
し
て
い
き
ま
す
。

主
な
政
策
は
以
下
の
通
り
で
す
。

・
ガ
ソ
リ
ン
税
・
軽
油
引
取
税
の
旧
暫

定
税
率
廃
止

・
電
気
・
ガ
ス
料
金
の
冬
季
支
援
策

・
診
療
報
酬
・
介
護
報
酬
の
引
き
上
げ

・
中
小
・
小
規
模
事
業
者
、
農
林
水
産

業
へ
の
重
点
支
援

豊
橋
・
田
原
地
域
で
は
、
通
勤
・
物

流
・
農
業
の
多
く
が
車
や
軽
ト
ラ
ッ
ク

等
を
使
用
し
て
お
り
、
ガ
ソ
リ
ン
税
等

の
引
き
下
げ
は
、
生
活
や
事
業
コ
ス
ト

に
影
響
す
る
重
要
な
政
策
で
す
。

ま
た
、
ト
マ
ト
・
大
葉
・
花
き
な
ど

施
設
園
芸
や
畜
産
、
漁
業
な
ど
多
い
地

域
な
の
で
、
電
気
・
燃
料
費
の
支
援
が

生
産
コ
ス
ト
の
安
定
に
寄
与
し
ま
す
。

《
単
年
度
決
算
か
ら
成
長
戦
略
へ
》

高
市
総
理
は
、
こ
れ
ま
で
政
府
が
掲

げ
て
き
た
「
プ
ラ
イ
マ
リ
ー
バ
ラ
ン
ス

（
Ｐ
Ｂ
）
単
年
度
黒
字
化
」
方
針
を
見

直
し
、
複
数
年
度
で
の
バ
ラ
ン
ス
運
用

を
考
え
る
責
任
あ
る
財
政
の
新
モ
デ
ル

を
表
明
し
ま
し
た
。
こ
れ
に
よ
り
、
景

気
変
動
に
柔
軟
に
対
応
し
つ
つ
、
中
長

期
的
な
成
長
投
資
を
計
画
的
に
実
施
で

き
る
よ
う
に
な
り
ま
す
。

こ
れ
は
“
緊
縮
”
か
ら
“
成
長
重

視
”
へ
と
舵
を
切
る
重
要
な
政
策
転
換

で
す
。
同
時
に
、
政
府
債
務
残
高
の
対

Ｇ
Ｄ
Ｐ
比
を
引
き
下
げ
て
い
く
こ
と
で
、

財
政
の
持
続
可
能
性
を
実
現
し
、
マ
ー

ケ
ッ
ト
か
ら
の
信
認
を
確
保
し
て
い
き

ま
す
。

地
方
に
と
っ
て
も
、
公
共
イ
ン
フ
ラ

や
防
災
投
資
、
医
療
・
介
護
・
教
育
へ

の
中
期
的
支
援
を
確
保
し
や
す
く
な
る

可
能
性
が
あ
り
ま
す
。
豊
橋
の
道
路
や

公
園
、
防
災
拠
点
の
整
備
等
や
、
田
原

市
の
防
災
・
イ
ン
フ
ラ
の
強
化
な
ど
、

地
域
の
将
来
を
支
え
る
事
業
に
も
追
い

風
と
な
る
で
し
ょ
う
。

《
補
正
予
算
に
つ
い
て
》

今
回
の
補
正
予
算
で
は
、

・
物
価
高
対
策

・
エ
ネ
ル
ギ
ー
・
食
料
安
全
保
障

・
中
小
企
業
支
援

・
地
方
創
生
・
防
災
イ
ン
フ
ラ

と
い
っ
た
分
野
に
重
点
が
置
か
れ
て
い

ま
す
。

特
に
農
業
・
水
産
業
の
基
盤
強
化
や

地
域
雇
用
対
策
は
、
東
三
河
の
一
次
産

業
や
製
造
業
を
支
え
る
柱
で
す
。

地
元
の
中
小
企
業
や
農
家
の
皆
様
が
、

エ
ネ
ル
ギ
ー
コ
ス
ト
高
に
耐
え
、
次
の

成
長
投
資
に
踏
み
出
せ
る
よ
う
な
政
策

運
用
が
期
待
さ
れ
ま
す
。

《
お
わ
り
に
》

「
責
任
あ
る
積
極
財
政
」
へ
の
転
換

は
、
地
域
の
未
来
づ
く
り
に
と
っ
て
大

き
な
チ
ャ
ン
ス
で
す
。

国
の
財
政
運
営
と
地
域
の
現
場
を
つ

な
ぐ
視
点
か
ら
、
豊
橋
・
田
原
の
発
展

に
ど
う
生
か
せ
る
か
を
今
後
も
発
信
し

て
ま
い
り
ま
す
。
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《
や
ま
も
と
・
さ
こ
ん
》

愛
知
県
豊
橋
市
出
身
。
１
９
８
２
年

７
月
９
日
生
ま
れ
。
４
３
歳
。
豊
橋

南
高
校
卒
業
、
南
山
大
学
。
１
１
歳
、

レ
ー
シ
ン
グ
キ
ャ
リ
ア
ス
タ
ー
ト
。

１
９
歳
、
単
身
渡
欧
。
２
４
歳
、
当

時
日
本
人
最
年
少
Ｆ
１
ド
ラ
イ
バ
ー

デ
ビ
ュ
ー
。
３
０
歳
、
帰
国
後
、
医

療
介
護
福
祉
の
世
界
に
。
医
療
法

人
・
社
会
福
祉
法
人
さ
わ
ら
び
グ

ル
ー
プ
の
統
括
本
部
長
就
任
。
２
０

１
９
年
第
２
５
回
参
議
院
議
員
通
常

選
挙
（
比
例
代
表
）
に
自
民
党
公
認

で
立
候
補
し
、
落
選
。
２
０
２
１
年

第
４
９
回
衆
議
院
議
員
総
選
挙
（
東

海
ブ
ロ
ッ
ク
比
例
代
表
）
に
自
民
党

公
認
で
立
候
補
し
初
当
選
。
当
選
直

後
か
ら
、
合
成
燃
料
の
国
産
化
の
必

要
性
を
訴
え
、
３
年
以
内
に
日
本
初

の
実
証
プ
ラ
ン
ト
の
稼
動
を
実
現
し

た
。
ま
た
、
２
０
２
２
年
８
月
、
初

当
選
後
一
年
に
満
た
な
い
中
、
文
部

科
学
大
臣
政
務
官
兼
復
興
大
臣
政
務

官
に
異
例
の
抜
擢
。
科
学
技
術
・
文

化
の
担
務
を
中
心
に
活
躍
。
２
０
２

４
年
第
５
０ 

回
衆
議
院
議
員
総
選

挙
に
自
民
党
比
例
代
表
で
２
期
目
に

立
候
補
す
る
も
落
選
し
現
在
に
至
る
。

英
語
、
ス
ペ
イ
ン
語
を
話
す
マ
ル
チ

リ
ン
ガ
ル
。

前
衆
議
院
議
員

高
市
総
理
の
所
信
表
明
演
説

補
正
予
算
審
議
始
ま
る



資料解説
前衆議院議員山本左近

所信表明演説について
１０ 外交・安全保障

いわゆるＣＰＴＰＰについて、戦略的観点から、締約国の拡大に努めます。
重要な隣国である韓国とは、首脳間の対話を通じ、関係強化を図りたいと考えます。
ＡＳＥＡＮ諸国との今後の更なる関係強化も進めていきます。
中国は、日本にとって重要な隣国であり、建設的かつ安定的な関係を構築していく必要があります。他

方、日中間には、経済安全保障を含む安全保障上の懸念事項が存在することも事実です。日中首脳同士で
率直に対話を重ね、「戦略的互恵関係」を包括的に推進していきます。
北朝鮮による核・ミサイル開発は断じて容認できません。また、被害者や御家族が御高齢となる中で、

拉致問題はこの内閣の最重要課題です。全ての拉致被害者の１日も早い御帰国を実現するために、あらゆ
る手段を尽くして取り組んでまいります。
ロシアによるウクライナ侵略について、力による一方的な現状変更の試みを許してはなりません。日露

関係は厳しい状況にありますが、日本政府の方針は、領土問題を解決し、平和条約を締結することです。
２０２２年１２月の国家安全保障戦略を始めとする「三文書」の策定以降、新しい戦い方の顕在化など、

様々な安全保障環境の変化も見られます。我が国として主体的に防衛力の抜本的強化を進めることが必要
です。このため、国家安全保障戦略に定める「対ＧＤＰ比２％水準」について、補正予算と合わせて、今
年度中に前倒して措置を講じます。また、来年中に「三文書」を改定することを目指し、検討を開始しま
す。
防衛力そのものである防衛生産基盤・技術基盤の強化、防衛力の中核である自衛官の処遇改善にも努め

ます。
１１ 憲法改正・皇室典範改正・昭和１００周年
憲法改正について、私が総理として在任している間に国会による発議を実現していただくため、憲法審

査会における党派を超えた建設的な議論が加速するとともに、国民の皆様の間での積極的な議論が深まっ
ていくことを期待します。
また、安定的な皇位継承等の在り方に関する各党各会派の議論が深まり、皇室典範の改正につながるこ

とを期待しています。
今年は昭和１００年、来年は昭和１００周年に当たります。昭和は、戦争、終戦、復興、高度経済成長

といった、未曾有（みぞう）の変革を経験した時代です。記念式典等の関連施策を通じ、この機会を国家
的な節目と捉え、先人の叡智（えいち）と努力に学ぶとともに、平和の誓いを継承し、国際社会の安定と
繁栄への貢献につなげる機会としたいと思います。
１２ 結び
以上、ここに述べました所信に則り（のっとり）、必ずや、日本列島を強く豊かに、日本を再び世界の

高みに押し上げてまいります。
「事独り断（さだ）む可（べ）からず。必ず衆（もろとも）と与（とも）に宜（よろ）しく論（あげつ

ら）ふ可（べ）し」
古来より、我が国においては衆議が重視されてきました。政治とは、独断ではなく、共に語り、共に悩

み、共に決める営みです。私は、国家国民のため、各党の皆様と真摯に向き合い、未来を築いてまいりま
す。
どうか皆様、共に日本の新たな一歩を踏み出しましょう。
御清聴ありがとうございました。

◇ 経済財政政策の方向性
「経済財政政策の基本方針」として、物価高・暮らしの不安に対応し、強い経済基盤をつくることを掲

げ、戦略的な財政出動（「責任ある積極財政」）を基本方針とする。
所得を増やし、消費マインドを改善し、事業収益が上がり、税率を上げずとも税収を増加させる好循環の
実現を目指す。政府債務残高の対ＧＤＰ比を引き下げていくことで、財政の持続可能性を実現し、マー
ケットからの信認を確保。
◇ 物価高対策
最優先で取り組む。具体例としては、ガソリン税・軽油引取税の旧暫定税率の廃止、診療報酬・介護報

酬の引き上げ、中小・小規模事業者・農林水産業支援、冬季の電気・ガス料金支援など。
◇大胆な「危機管理投資」による力強い経済成長
ＡＩ・半導体、造船、量子、バイオ、航空・宇宙、サイバーセキュリティ等の戦略分野に対して、大胆

な投資促進、国際展開支援、人材育成、スタートアップ振興、研究開発、産学連携、国際標準化といった
多角的な観点からの総合支援策を講ずることで、官民の積極投資を引き出す。
◇ 食料・エネルギー・国土強靱化・医療政策
食料安全保障・エネルギー安全保障・国土強靱化（インフラ・災害対応）・健康医療安全保障という構

成で、国民生活・地方の視点を重視。地方・暮らしを守るため、地域ごとに産業クラスターを戦略的に形
成していくことで、「地域未来戦略」を推進。
◇人口政策・外国人対策
人口減少対策。子供・子育て政策を含む人口減少対策を検討。人口減少に伴う人手不足の状況において、

外国人材を必要とする分野があることも事実。インバウンド観光も重要。
しかし、一部の外国人による違法行為やルールからの逸脱に対し、国民の皆様が不安や不公平を感じる

状況が生じていることも、排外主義とは一線を画し、政府として毅然（きぜん）と対応します。
◇外交・安全保障・憲法改正
「世界の真ん中で咲き誇る日本外交を取り戻す」。 日米同盟を基軸とし、日米韓、日米フィリピン、

日米豪印等の多角的な安全保障協議も深める。 「自由で開かれたインド太平洋」を、外交の柱に。ＡＳ
ＥＡＮ諸国、グローバルサウス諸国との連携強化。
中国、北朝鮮、ロシアの軍事的動向等が深刻な懸念に。防衛力の抜本的強化が必要。防衛費「対ＧＤＰ

比２％水準」今年度中に前倒して措置。また、来年中に「防衛三文書」を改定することを目指し、検討を
開始。防衛力そのものである防衛生産基盤・技術基盤の強化、防衛力の中核である自衛官の処遇改善に
も努める。
◇憲法改正・皇室典範改正・昭和１００周年
憲法改正の発議に向けて、憲法審査会における党派を超えた建設的な議論の加速と国民の議論が深まる

ことを期待。安定的な皇位継承等の在り方に関する各党各会派の議論が深まり、皇室典範の改正につなが
ることを期待。昭和100周年を国家的な節目と捉え、先人の叡智と努力に学ぶとともに、平和の誓いを継
承し、国際社会の安定と繁栄への貢献につなげる機会に。

◇注目すべきポイント・今後の論点
成長軸へのシフト：中長期的な「危機管理投資」や成長産業振興に向けた財政・産業政策に重点を置い

た点が特徴です。従来の「財政再建／緊縮」から転じ、成長軸・投資軸を強める意志が明確であり、産業
政策・成長戦略との大きく関係します。
日本企業の世界競争力回復において「成長産業・危機管理投資」の枠組みは、特に半導体・素材・エネ

ルギー・合成燃料などで波及可能性があります。
地方創生・人口減少対策では、「地方と暮らしを守る」で示されたインフラ・医療・地域支援政策が、

地域企業・地域産業・地域雇用の視点から重要となります。
また、物価高・暮らし支援のアプローチは、地域の中小・小規模事業者支援や農林水産業支援との結び

付きがあり、地域資源活用・地域産業活性化の契機ともなり得ます。
安全保障・技術安全保障の観点からは、国家レベルの「産業政策」と「防衛・外交」政策の融合が、サ

プライチェーン強化・技術流出対策・産業構造の転換という観点で注目です。

出典：首相官邸 ウェブサイトより加工して作成 https://www.kantei.go.jp/jp/104/statement/2025/1024shoshinhyomei.html
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